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C1(J) +C2(100-J) = Min.(C1(α) + C2(100 -α) ) ＜ C1(100) ＜ C2(0)   （１） 
G1 = G2                          （２） 





資産の特殊性が十分に高いとき、C1(100) ＜ C2(0) であること、および、G1 = G2 が成り







上記（２）より、生産費用について            
G1(α) = G2(α)                                           （２）’ 
となる。したがって、 
G1(α) + G2(100 -α) = G1(100) = G2(0)        （２）’ 
ところで、企業にとって総費用は、開発・生産費用プラス取引費用である。 
上記（１）および（２）’が成立すれば、 
Min.(C1 + C2 + G1 + G2) = C1(J) + C2(100-J) + G1(J) + G2(100-J) 
















































































































































































































（IMF, World Economic Outlook Data Base, April 2013）
図11 日米独の失業率 
（IMF, World Economic Outlook Data Base, April 2013）
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一つの選択は、自社のこれまでの経営資源を生かしうる、新しい「複合財としての特殊品」の大市
場を創出し、併せて、崩れかかったTCM型組織を再生させること、このいずれかの選択を早急に行
うしかない。                                   （以上） 
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